
令和３年度 恵那市産業振興ビジョン策定について

１.恵那市産業振興ビジョンとは

令和３年６月１１日
商工観光部商工課

恵那市を取り巻く社会経済環境の変化等を踏まえ、市と中小企業者等が協働で取り組む産業振興の基
本方向や推進する施策などを明らかにすることを目的に策定するものです。
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『恵那市産業振興ビジョン』
・平成29年度に策定
・分野：商業・観光・工業・林業・農業
・計画期間：令和７年度まで
・市が目指す地域産業の姿

「稼ぐ力の強い、持続する地域産業の形成」

商業・観光・工業の分野に特化し見直しを実施

○ビジョンの施策展開図



i. 問題や課題を明らかにして現状の把握と認識を新たにする

ii. 各産業の理想の姿を見出す

iii. 理想と現状のギャップを埋めるため、理想の姿に近づくため、先進地事例等などを調査・研究し、有効な
方策を検討する

戦略実施部会で具体的な事業へ落し込みを行い、産業振興会議へ提案
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3.戦略策定部会の役割

分野：商業・観光・工業

①戦略策定部会
・ビジョンの策定、見直し

恵那市産業の現状・課題（強み・弱み）、将来あるべき姿、具体的な方向性の策定

②戦略実施部会 ※戦略策定部会より2名参加

・戦略策定部会で出た意見の事業への落とし込み、既存事業の見直し、進行管理等

③産業振興会議
・全体のとりまめ、部会で作成したビジョンの承認

２.組織体系

③産業振興会議

①戦略策定部会

②戦略実施部会
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4.ビジョン策定工程

戦略策定
部会

①産業の現状
と 課題の洗
い出し

全体、個別で実
施

②打ち手の
検討

理想の姿に近づ
くため何が必要
か、何が足らな
いかを検討

⑤確認

施策展開の
確認・意見

戦略実施
部会

③施策検討

策定部会の意
見を基に新規
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６.ビジョン策定スケジュール
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両利きの経営による事業戦略

探索（新規施策） 戦略策定部会

恵那市のオリジナル性を反映した新しい施策（他地域の成功例は
参考程度）
○資源の見直し（見えざる資源を探る）
○ニューノーマル（新しい日常）への対応

深耕（既存施策の掘り下げ） 戦略実施部会

既存施策の掘り下げ、見直し
○目標と実績の剥離の追求
○地域の業種・業態の行動指針

５.ビジョン策定のイメージ

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

ビジョン策定
（戦略策定部会）

ビジョン策定
（市対応）

産業振興会議

戦略実施部会
（既存事業の見直し

・市対応）

・ビジョン、R4年度事業内容の承認

・月1回程度
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（１）地域の現状

・岐阜県南東に位置し名古屋から１時間
・山紫水明の豊かな自然、歴史ある観光資源が豊富

○自然・地理的構造

○人口の動向

・人口は1985年をピークに減少。令和３年３月現在（住民基本台帳）の
恵那市の人口は48,992人。2035年には40,000人になると推計。

・年齢階級別移動数では15歳から24歳までの転出が多く、就学・就職
により転出する人が多い。

・人口減少により地域経済の縮小が予想されることから、市外や県外、
国外へと市場拡大を図ることが必要

⾃
然
減

社
会
減 減

少

資料︓RESAS地域経済分析システム

40,072人

19,775人

2019年

△590

△65人

△525人
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（2）産業の現状と課題

資料︓RESAS地域経済分析システム

製造業中分類別製造品出荷額

・恵那市の生産額は平成27年に3,831億円で、岐阜県（137,766億円）の2.7％で県内10位に位置する。
・生産額は第2次産業が一番多く、その割合は県及び全国平均を上回っている。中でも、プラスチック製品、 紙・パルプ、輸送
用機械器具製造業の出荷額が大きい。
・平成21年には2,982の事業所があったが、平成28年には2,620に減少。
・新規創業の比率は県及び全国平均を下回っており、地域産業の活性化のためには創業・起業を促進する必要がある。
・地域経済循環からは地域外から財やサービスを買っている。

2,982

2,620

市
県

国
県下15位 域外支出

432億円
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（3）就業構造、雇用環境の現状と課題

・求人数は増加傾向だが、求職者は右肩下がり。
・従業者数は年々減少。
・産業分類別従業者数では製造業の割合が高く、全国及び県平均を上回る。
・人手不足を解消するためＩＴ・ＩＯＴの導入が必要。
・従業員の高齢化が進み、優れた技術の伝承や若手を教育する人材の育成が課題。

資料︓ハローワーク恵那業務年報再編
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資料︓RESAS地域経済分析システム

24,332

22,577

製造業
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（4）商業の現状と課題

資料︓RESAS地域経済分析システム

・年間の商品販売額は平成19年度881億円から平成28年797億円と８４億円減少。人口減少とともに、車
社会の進展、大規模店舗の進出、近隣地域への商業集積等が影響か。

・恵那市の地域経済循環を見ると、民間消費で37億円、民間投資で72億円、その他支出で323億円が地
域外に流出している。

・市内企業の従業者数は製造業32.7％に次、卸・小売業17.1％、宿泊業・飲食サービス業9.1％となってお
り、商業・サービス業の域内経済への影響度合いは非常に高いと考えられる。しかし、付加価値額で見ると
割合は小さく、生産性向上や新たな付加価値創出が必要。

・リニア開通に伴い、今後消費流出の増大などが予測されることから、域内市場の事業活動を活発にしてい
くことが課題。地域の資源や魅力を活かした商業の振興と育成を目指しながら、活気のある商業地の形成
及び商業全体の活性化を図る必要あり。

宿泊飲食サービス業

37億円

72億円
323億円

域外支出
432億円

9.1

3.6
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（5）観光の現状と課題

・恵那市の観光入込客数は、「半分青い」の効果で平成30年に年間378万人を記録した。
・東濃エリアへの来訪者は愛知県、長野県、三重県の順に多く、市町村別では豊田市が最も多く、春日井、瀬戸市の順に多い。
また年齢は60歳以上の男女の構成比が高い。
・岐阜県の他のエリアと比較して日帰り旅行者の割合が高く、域内宿泊率が低い。恵那市での滞在時間を伸ばして宿泊者数を
増やすことが課題となる。
・恵那市は、自然、歴史、温泉、グルメなど豊富な観光資源に恵まれているが、観光地分類別観光入込客数では、全体の47％
を道の駅・ＳＡが占めており、市内での周遊が進んでいない状況にある。市内での滞在時間を伸ばし、より多く消費しても
らうため、観光地としてのブランド化や買いたいと思われる商品・サービス・体験プログラム開発、二次交通の充実など受入態
勢の改善などが必要。

資料︓観光動態調査「2016年10月1日〜11月30日」

3,751,465 
3,602,322 

3,765,372 

3,550,418 3,481,957 

3,784,115 

3,547,267 

3,200,000

3,400,000

3,600,000

3,800,000

4,000,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

観光入込客数

観光入込客数

資料︓Ｒ1岐⾩県観光⼊込客統計調査

自然
15%

歴史・文化
20%

温泉・健康
3%

スポーツ・レク
14%

都市型観光
1%

道の駅等
47%

観光入込客数

自然 歴史・文化 温泉・健康

スポーツ・レク 都市型観光 道の駅等
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（6）工業の現状と課題

・事業所数では全国的に見て大きな特徴はないが、従業員数では製造業に従事する人の割合が全国平均を大きく上回る。
・売上高、付加価値額では製造業の比率が高く、全国平均を上回り恵那市の基幹産業となっている。
・製造業のうち「パルプ・紙」「プラスチック製品」「窯業・土石」は売上高・従業員数・付加価値額でも全国平均を上回り、恵那市
の特徴ある産業であることがいえる。
・事業所数、製造品出荷額も減少傾向にある。
・人口減少に伴い労働力確保が困難。
・労働生産性はいずれの業種でも全国平均を下回っており改善の余地がある。
・地域の産業間や企業間の連携を強め、地域内での経済循環を促進するとともに、誘致企業との連携を図りながら、地域の技
術力を高め、地場企業の発展を促進する必要がある。

資料︓RESAS地域経済分析システム

売上高
プラスチック製品 窯業・土石製品

製造業

付加価値額
‣労働生産性＝付加価値額÷従業員数
‣付加価値額＝企業利益+従業員所得
‣企業利益＝企業数×1企業当りの利益

25.7 15.8
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７.数字から見た恵那市の産業経済の現状と課題

（7）まとめ

人口動向
 若者の転出
 人口減少による地域経済縮小に対応するため域外へ市場拡大する必要がある

地域産業
 恵那市の基幹産業は製造業
 プラスチック製品、 紙・パルプ、輸送用機械器具製造業の出荷額が大きい
 創業比率が低く、地域産業の活性化のためには創業・起業の促進が課題
 域内で経済が十分に循環していない。域外への支出を抑制する必要がある

就業・雇用環境
 労働力の確保が困難
 ＩＴ・ＩＯＴの導入が必要
 従業員の高齢化に伴う技術の伝承、人材育成が課題

商業
 人口減少や大規模店舗等の進出による年間商品販売額の減少
 付加価値額の割合が小さいため、生産性向上や付加価値創出が必要
 リニア開通を見こした商業全体の活性化

観光
 恵那市の観光客数は年間360万人前後で推移
 愛知県からの来訪者が多く、年代は60代が多い
 宿泊率が低い
 市内での滞在時間を伸ばすための仕組みの開発が必要

工業
 製造業従事者が全国平均を大きく上回るが、事業所数は減少傾向
 「パルプ・紙」「プラスチック製品」「窯業・土石」が恵那市の特徴のある企業
 労働生産性の向上が課題
 地域内での経済循環の促進が必要


